国費導入タブレットの今後の取扱いについての農水省Ｑ＆Ａ（改訂版）

令和８年１月
（一社）全国農業会議所

[bookmark: _Hlk217640574]「農業委員会による情報収集等業務効率化支援事業」により導入したタブレット端末（「国費導入タブレット」という。）の今後の取り扱いについては、令和７年９月12日、10月17日付事務連絡で周知したところですが、追加の問い合わせに対する農水省の回答等を含め以下に整理しましたので、ご参照ください。

１．国費事業では、会計検査の対象期間は５年間とされているが、本事業でタブレットの耐用年数である４年が過ぎた場合どのように端末を取り扱うべきか。
[bookmark: _Hlk217640602]⇒【農水省回答：令和７年９月12日】
当該タブレットの耐用年数は４年としたため、４年を超えたタブレットを利用しないことについては問題ない※１。また、４年を超えたタブレットを使い続け、その通信費・ＭＤＭ利用料に最適化交付金を充てることについても問題ない※２。
※１：法令【参考参照】に基づき処分制限期間の４年間はタブレット端末を処分することができないが、それ以降は制限がありません。
※２：令和６年４月１９日事務連絡にも記載済。

２．国費導入タブレットは、耐用年数の４年間は原則使い続けることとなっているが、当該タブレットは農業委員会により令和４年７月～令和５年３月末まで納品時期が異なっている。耐用年数４年とは、いつからいつまでを指すか。
　⇒【農水省回答：令和７年９月12日】
タブレットの納期に幅があるため、国費導入タブレットの処分制限期間※１は、農業委員会ごとに納品日から起算して４年間となる。
※１：処分制限期間は耐用年数に準じて定められており、耐用年数は「事業の用に供された」時点から起算することとされています（国税庁HP）。
※２：国費導入タブレットの納品日は、①伊藤忠テクノソリューションズ㈱が納品確認書に記載した納品日、または、②以下のLenovoサポートサイトに「シリアル番号」を入力すると表示される「保守履歴」の「開始日」とします。
https://pcsupport.lenovo.com/jp/ja/warrantylookup

３．８年度の途中で耐用年数が切れるため、令和８年度当初からタブレットを利用せず令和８年度のＭＤＭの契約をしなくても良いか。
　⇒【農水省回答：令和７年９月12日】
年度当初にはすべての端末が処分制限期間内となることから、原則すべての国費導入タブレットで令和８年度４月からのＭＤＭの継続契約が必要。
ただし、残置措置※を取る場合は事前に台数を報告（本公文書により報告を依頼）すれば契約しないことも可能。
※：令和６年４月１９日事務連絡に記載。また、令和７年10月17日事務連絡でセキュリティが確保できない国費導入タブレットの残置措置も容認（５参照）。

４．Googleは2025年3月31日をもってAndroid 12のサポートを終了したが、国費導入タブレットはAndroid13へのアップデートができない。新たな脆弱性が修正されないため、情報セキュリティリスクが増大することが懸念されるが、これを使い続けることについての見解は。
　⇒【農水省回答：令和７年９月12日】
農林水産省としては、ＯＳのサポート期限が切れたタブレット端末の利用は推奨できないが、
・ＭＤＭや情報セキュリティ対策ソフトの導入・設定
・設定や利用ルールの順守徹底
[bookmark: _Hlk207271322]などによって情報セキュリティレベルを確保しながら利用を継続することについては各農業委員会の判断に委ねられる。

５．セキュリティが確保できない国費導入タブレットの残置措置について 
　４を受け、農業委員会としてセキュリティを確保できないため代替機を購入したいが、予算等の都合上代替機の用意ができない場合に、国費導入タブレットを留め置くことは可能か。
[bookmark: _Hlk217640507]　⇒【農水省回答：令和７年10月17日】
令和６年４月１９日付事務連絡の１（４）で整理している故障した国費導入タブレットの残置措置に準ずるということで、同様の対応を行うことについて問題ない。

[bookmark: _Hlk211512906]６． ５の残置措置を取る場合、令和８年度のＭＤＭの契約をしなくても良いか。
[bookmark: _Hlk211588149]　⇒【農水省回答：令和７年10月17日】
　　　残置措置を取る場合は事前に台数を報告（本公文書により報告を依頼）すれば契約しないことが可能。ただし、当該タブレットは委員から回収し農業委員会事務局で利用せずに保管すること。
[bookmark: _Hlk217642818]《会議所補足》
令和７年度のＭＤＭ契約は既に完了しており解約はできません。令和７年度のＭＤＭライセンス有効期限中（令和８年３月３１日まで）も残置措置を取ることが可能ですが、返金は行えません。
また、令和８年度のＭＤＭ契約を解約する場合は、本公文書の別添報告様式で解約台数を必ず報告してください。

７．耐用年数が切れた国費導入タブレットの処分費用を最適化交付金でみることはできるか。
　⇒【農水省回答：令和７年10月17日】
導入したタブレットの所有権は各農業委員会にあり、その処分経費は所有者が負担すべきと考えますので、最適化交付金の対象にはなりません。

８．令和７年度中に残置措置とする場合、国への報告は必要か。その際どのような内容を報告すればよいか。
　⇒【農水省回答：令和7年12月26日】
　　農業委員会ごとに個別の報告は不要です。
　　会議所でＭＤＭ契約に関する報告を求める際に状況を共有ください。

９．令和７年度中に残置措置とした場合、委員から国費導入タブレットを回収し、事務局で利用せずに保管することとあるが、当該タブレットの通信契約を解除することは問題ないか。
　⇒【農水省回答：令和7年12月26日】
　問題ありません。
　交付金の適正かつ効率的な執行の観点から、タブレットを利用しないことが確定した時点でなるべく早期に解約することが望ましいと考えます。

《会議所補足：ソフトバンク通信契約の解約について》
令和４年度に契約したソフトバンクの通信契約（SIMカード）を解約したい場合は、
問い合わせ窓口メールアドレス：GRP-nouchinavi-sim@g.softbank.co.jp
に、以下の情報をご連絡ください。
解約の受付は、解約を希望する月の前月から解約希望日の５営業日前までとなります。
①	解約を希望される回線番号
②	解約希望日※
③	解約希望時間※：9:00～、13:00～、18:00～
※解約希望日の５営業日前までにご連絡をお願いします。５営業日を過ぎてのご依頼の場合、ご希望に沿えない場合があります。②、③について特に希望がない場合は、「最短」とご依頼ください。依頼日の５営業日以降の最短期間での手続きとなります。
《例》11月1日から解約希望の場合
10月1日～10月24日（土日祝を除く５営業日前）にご連絡ください。

１０．国費導入タブレットの処分制限期間が終了し、タブレットを処分する際、買取り等（リサイクル会社への引き取り）の対応は問題ないか（端末の引き取りによる歳入が生じる場合、補助金の返還等にはならないか）。
　⇒【農水省回答：令和7年12月26日】
　補助事業等により取得した財産を譲渡（※）するためには各省各庁の長の承認を得る必要がある旨が補助金適正化法第２２条に定められていますが、
但し書き及び施行規則第１４条第１項第２号において、処分制限期間が終了した場合はその限りではないとされています。
　また、処分制限期間が終了する前に有償で譲渡した場合は「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の承認基準について」（平成20年5月23日 20経第385号）第３の２及び別表１に基づき「譲渡契約額、残存簿価又は時価評価額のうち最も高い金額に国庫補助率を乗じた金額を国庫納付する。」ことと定められていますが、処分制限期間が終了した財産については適用されません。
　上記により、国費導入タブレットの処分制限期間が終了した後にリサイクル事業者等へ売却した場合、その売却益を国庫に返納する必要はありません。
　なお、国費導入タブレットを処分する際には、個人情報等のデータが外部に流出することがないようにするための適切な方法を取ってください。
加えて、自治体において国費導入した物品は台帳管理されていると思われますので、処分制限期限が終了した物品は台帳から落としておく必要がありますのでご留意ください。（処分する・しないに関わらず必要です）
　
１１．セキュリティが確保できないことを理由とする残置措置は、「予算等の都合上代替機の用意ができない場合」に、令和６年４月１９日付事務連絡の１（４）で整理している故障した国費導入タブレットの残置措置に準ずるとの回答だが、市町村単費で買替が可能な場合も、国費導入端末を残置できるという理解でよろしいか。
　⇒【農水省回答：令和7年12月26日】
　農業委員会が市町村単費でタブレットを購入することについて制限はありませんので、貴見のとおりと考えます。

１２．有償アンチウイルスソフト利用料を農地利用最適化交付金でみることは可能か。
　⇒【農水省回答：令和7年12月26日】
[bookmark: _Hlk217643390]令和７年10月24日に「農地利用最適化交付金に係るＱ＆Ａ（第６報）」を改訂し、タブレット端末の利用に係る経費への活用内容として追加しました。
【参考】
タブレット端末の通信費やMDM利用料、セキュリティ対策ソフト利用料、耐衝撃・耐防水・耐防塵用などタブレット端末を保護する機能を持つカバー費用、画面保護フィルムは補助対象となります。保守費用、汎用性が高いバッグは対象外です。

１３．タブレット端末のリース経費は最適化交付金の対象になるか。
　⇒【農水省回答：農地利用最適化交付金に係るＱ＆Ａ（変更なし）】
推進委員等が使用するタブレット端末のリース経費は、令和３年度補正予算によりタブレット端末の導入経費を支援しているため、対象外です。
一方で、事務局が使用するタブレット端末のリース経費は、最適化活動の支援に利用するタブレットとして整理可能であれば、対象となります。

１４．国費導入タブレット等のＭＤＭ契約について、12月26日付公文書において、
①	国費導入タブレットが故障し、買替のための市町村単費の予算が措置できない場合、
②	国費導入タブレットのＯＳサポート切れによりセキュリティが確保できず残置措置に準じて留め置く場合、
③	年度当初に委員等の定数減があり国費導入タブレットを使わない場合
に令和８年度のＭＤＭを解約することができるとされている。
②の場合は当該市町村のセキュリティポリシー等によるため、国費導入端末の「全て解約」が基本と思われるが、一部の端末のみを②の理由で解約することは可能か。

⇒【農水省回答：新規】
有償アンチウイルスソフトの導入予算が全台数分確保できない等で、一部の端末を使い続けられない理由が整理できるならば、一部の端末のみを解約することも可能と考えます。




【参考：関係法令】

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和三十年法律第百七十九号）
（財産の処分の制限）
第二十二条　補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した政令で定める財産を、各省各庁の長の承認を受けないで、
補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、政令で定める場合は、この限りでない。

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和三十年政令第二百五十五号）
（財産の処分の制限を適用しない場合）
第十四条　法第二十二条ただし書に規定する政令で定める場合は、次に掲げる場合とする。
一　補助事業者等が法第七条第二項の規定による条件に基づき補助金等の全部に相当する金額を国又は補助実施法人に納付した場合
二　補助金等の交付の目的及び当該財産の耐用年数を勘案して各省各庁の長又は補助実施法人の代表者が定める期間を経過した場合
２　（略）

農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和三十一年農林省令第十八号）
（処分の制限を受ける期間）
第五条　令第十四条第一項第二号に規定する期間は、別表に掲げるとおりとする。
別表（第五条関係）
	
	補助金等の名称
	処分を制限する財産の名称等
	処分制限期間（年）

	
	
	施設設備等の分類
	財産の名称、構造等
	

	一
	農地集積・集約化等対策事業費補助金
	器具及び備品
	事務機器及び通信機器
電子計算機
パーソナルコンピュータ（サーバー用のものを除く。）
その他のもの
	

四

五


· タブレット端末はパーソナルコンピュータとして扱われる。


補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和三十年法律第百七十九号）
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和三十年政令第二百五十五号）
補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の承認基準について（平成20年5月23日20経第385号）


